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１．はじめに 

 

TFP(Travel Feedback Program)は、交通政策実施者が、

人々と複数回のコミュニケーションを行うことによっ

て、交通行動の変容を期待するプログラムであり、国内

におけるいくつかの取り組みにおいて、一定の自動車利

用削減効果が報告されている 1)。 

 一方、交通渋滞等の交通問題、あるいはそれに起因す

る地球環境問題は社会的ジレンマ構造を有しており、そ

の克服を目指すためには、一人一人の意識と行動の変容

が不可欠であることが、近年の研究から明らかにされて

いる 2)。こうした構造を持つ「公共的な問題」は、学習

指導要領に記載されている「自然」や「集団や社会」に

関わる道徳的な意識と密接な関係を持つことから、学校

教育で取り上げる題材として相応しいものであると考

えられる 3)。さらに、交通行動等、児童にとって馴染み

深い題材は、児童の内発的動機、すなわち主体性を喚起

するためには相応しい題材であると考えられる。 

 以上の背景のもと、2002 年度、札幌において教育課

程型 TFP を実施した 4)。本研究では、プログラムの参

加者を対象とした TFP の事前事後のパネルデータを用

いることで、TFP が自動車利用を抑制するという交通行

動変容がもたらされるプロセスに与える影響、ならびに

教育課程型TFPの教育的な効果について分析を加える。 

 

２．アンケート調査 

(1)調査の概要 

 調査は、2002 年度、札幌において実施された TFP の

参加者である札幌市立平岡公園小学校5年生4クラスの

児童とその家族を対象とし、プログラム実施前後にアン

ケート票の回答を依頼する形式で実施した。本研究では、

プログラム実施前（アンケート 1）ならびに実施後（ア

ンケート 2）の 2 回のアンケートの両方に回答した 292

人を対象として分析を行った。 

 

（2）調査項目 

 本研究では、自動車利用抑制の行動変容プロセス 5)

に関する心理要因として、表 1 に挙げる種々の心理要因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 アンケート調査項目 
■各種交通機関利用の習慣強度 「自動車（クルマ）」「電車・地下鉄」「バス」

「自転車（チャリ）」「徒歩」「バイク（原付含む）」「その他」の利用のそれぞ

れについて「友人・知人の家に遊びに行くとき、何で行きますか？」「洋服を

買いに行くとき、何で行きますか？」等、10 個の日常的な交通機関選択場面

を提示して、「深く考えず、直感的に、できるだけ素早く」回答することを被

験者に要請し、各々の交通機関が選択された回数を、その交通機関について

の習慣強度とした。なお、本研究の分析では、自動車の習慣強度のみ使用。

■一般的な環境意識 「環境問題に配慮すべきだと思いますか？」「普段、環

境問題を気にしていますか？」「一人一人が環境に配慮することが、必要だと

思いますか？」「現在の環境問題は無視できない、と思いますか？」について

「全然、思わない－全く、そう思う」を両端とする 5 段階尺度。 

■自動車利用についての意識 「『クルマでの移動』は、よくない行為だ、と

思いますか？（道徳）」「『クルマでの移動』は、環境によくないと思いますか？

（環境）」「『クルマでの移動』は、社会にとって、よくないと思いますか？（社

会）」について「全然、思わない－全く、そう思う」を両端とする 5 段階尺度。

信頼性が低い水準であったため 3 つをそれぞれ個別の変数として分析に使用。

■各種交通機関利用の態度 「クルマ」「電車・地下鉄」「バス」「自転車」「徒

歩」のそれぞれの交通機関について、「『～での移動』が好きですか？」につ

いては「全然、思わない－全く、そう思う」を両端とする 5 段階尺度、「『～

での移動』は快適だと思いますか？」について「とても不快－とても快適」

を両端とする 5 段階尺度。本研究では自動車のみ使用。 

■自動車利用抑制の個人規範 「家族等のあなたの身近な人達は、あなたが

「クルマ利用を控える事」に、賛成していますか／反対していますか？（命

令的個人規範）」について「反対していると思う－賛成していると思う」を両

端とする 5 段階尺度、「家族等のあなたの身近な人達は、「クルマでの移動」

をよくない行為と考えていますか？（記述的個人規範）」について「よい行為、

と考えている－よくない行為、と考えている」を両端とする 5 段階尺度。信

頼性が低い水準であったため、2 つをそれぞれ個別の変数として分析に使用。

■自動車利用抑制の知覚行動制御 「クルマ利用を控えるためには、大変な

努力が必要だと思いますか？」「『クルマ利用を控える事』は、難しい事だと

思いますか？」について「全然、思わない－全く、そう思う」を両端とする 5
段階尺度。 

■自動車利用必要性信念 「日常生活に『クルマ』は必要だと思いますか？」

について「全然、思わない－全く、そう思う」を両端とする 5 段階尺度。 

■他者の自動車利用必要性信念についての信念 「家族等のあなたの身近な

人達は、日常生活に『クルマ』は必要だと考えていますか？」について「全

然、考えていない－全く、そう考えている」を両端とする 5 段階尺度。 

■自動車利用抑制の行動意図 「『できるだけ、クルマ利用を控えよう』とい

う気持ちはありますか？」について、「全然、ない－とても強い気持ちがある」

を両端とする 5 段階尺度で、「『できるだけ、クルマ利用を控えよう』と思い

ますか？」について「全然、思わない－全く、そう思う」を両端とする 5 段

階尺度。 

■自動車利用抑制の意思決定コミットメント 「『できるだけ、クルマ利用を

控えよう』と、努力していますか？」「あなたは、『できるだけ、クルマ利用

を控えるための工夫』をしていますか？」について「全然、していない－と

てもよくしている」を両端とする 5 段階尺度。 

■自動車利用抑制行動の自己報告値 「あなたは、どれくらいクルマ利用を

控えていますか？」について「全然、控えていない－頻繁に、控えている」

を両端とする 5 段階尺度、「あなたは、実際に、クルマ利用を控えていますか？」

について「いいえ、控えていません－はい、控えています」を両端とする 5
段階尺度。 
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に着目し、表 1 の質問文を用いて心理尺度の計測を行っ

た。以下、各尺度について簡単に述べる。 

自動車利用抑制という形の行動変容が生じるために

は、自動車利用を抑制しようとする行動意図が形成され

ることが必要条件である。この行動意図の先行要因につ

いてこれまでの社会心理学研究の中で様々な知見が得

られているが、ここではそれらの知見を参照しつつ、表

1 に示す「自動車に対する意識」「自動車利用の態度」「自

動車利用抑制の個人規範」「知覚行動制御」「自動車利用

必要性信念」「他者の自動車利用必要性信念についての

信念」を措定した。 

一方、行動意図が活性化されたとしても、必ずしも行

動変容が生じるとは限らない。行動変容が生じるために

は、「いつ・どこで・どういうふうに」という具体的な

行動プランを伴った意図、すなわち実行意図が必要であ

る。本研究では、実行意図を事後的に測定するための尺

度である意思決定コミットメントを実行意図の代理指

標とした。さて、このような自動車利用抑制の行動変容

プロセスに制約をかけるのが、自動車利用の習慣である。

本研究では、Verplanken et al.によって開

発された習慣強度測定法を用いて、自動

車利用の習慣強度を測定した。 

 

（3）各心理尺度の平均と分散分析結果 

 各心理尺度のグループ別、受講有無

（児童・家族）別の平均値を表 2 に示す。

また表 3 に、段階（アンケート 1・2）・

グループ・受講有無を要因とした 3 要因

分散分析の結果を示す。なお、「児童」

は本プログラムにおける 3 回の授業を

受講した小学 5 年生を、「家族」は「児

童」以外の参加者を指す。また、プログ

ラムにおいては，4 クラスを 2 クラスず

つの 2 グループに分け，一方には専門家

からの行動変容に資するアドヴァイス

を提供し、もう一方には行動変容のため

の行動プランの策定を要請しているが

（詳細は谷口ら 4）参照）、上記における

「グループ」とはこれを意味している。 

表 3 より、多くの心理尺度において主

効果を確認することができる。特に段階

間の主効果は殆どの心理尺度において

確認することができ、それらの尺度のいくつかにおいて

は、段階間と受講有無の交互作用が確認できる。これら

の結果、ならびに表 2 における平均値の変化から、TFP

の実施によって、様々な心理尺度が自動車利用抑制を促

す方向に変容しており、かつその効果は保護者よりも授

業を受講している児童の方が強いことが分かる。 

 

３.構造方程式モデルによる分析  

 

以上、分散分析の結果を示したが、これらの結果から

では、TFP の実施がどのよう様な心理要因に直接影響を

及ぼしたのかが明らかにされていない。なぜなら、分散

分析で TFP の主効果が見られた要因が存在したとして

も、その効果は直接的なものなのか、あるいは、その要 

因の先行要因によってもたらされた間接的な効果なの

かを識別することができないからである。この問題に対

処し、TFP がいずれの心理要因に直接的に影響を及ぼし

たのかを把握するために、本研究では構造方程式モデル

を用いた検定を行った。なお、検定には、AMOS4 を用

アンケート1 アンケート2 アンケート1 アンケート2 アンケート1 アンケート2 アンケート1 アンケート2

自動車利用の習慣 6.49 6.62 7.39 7.25 7.10 7.03 7.51 7.24
一般的な環境意識 3.42 3.54 4.08 4.04 3.48 3.79 3.97 3.98

自動車に対する意識（道徳） 2.17 2.76 2.19 2.34 2.29 2.49 1.93 2.24
自動車に対する意識（環境） 3.67 4.02 3.72 3.75 3.45 3.84 3.49 3.57
自動車に対する意識（社会） 3.11 3.56 2.90 3.05 2.92 3.08 2.68 2.97
自動車に対する態度 4.00 3.75 3.97 3.98 3.73 3.88 4.04 3.95
命令的個人規範 3.15 3.54 3.20 3.42 2.97 3.24 3.23 3.34
記述的個人規範 2.80 3.18 2.75 2.70 2.89 2.86 2.52 2.73
必要性信念（他者）1) 4.09 4.09 4.45 4.31 4.35 4.14 4.42 4.39
必要性信念（自分）2) 4.21 4.33 4.45 4.46 4.35 4.43 4.50 4.45
知覚行動制御 3.07 3.46 3.60 3.58 3.13 3.46 3.36 3.51
行動意図 2.83 3.19 2.84 3.12 2.65 3.40 2.69 3.05

意思決定コミットメント 2.42 2.94 2.35 2.80 2.28 2.87 2.24 2.60
自己報告値 2.80 3.02 2.49 2.75 2.42 2.83 2.28 2.63

1）　「他者の自動車利用必要性信念についての信念」を示す
2)　「自動車利用必要性信念」を示す

(n=98)(n=39)(n=110)

表2　各心理尺度の平均値

(n=45)

アドヴァイス・グループ 行動プラン・グループ
家族児童家族児童

自動車利用の習慣 0.66 3.64 * 1.01 1.15 0.57 0.63 0.04
一般的な環境意識 4.20 ** 28.47 *** 0.16 5.85 ** 1.49 1.94 0.55

自動車に対する意識（道徳） 16.27 *** 5.20 ** 1.34 1.07 0.50 0.20 3.16 *

自動車に対する意識（環境） 8.60 *** 1.13 3.73 * 4.49 ** 0.08 0.00 0.00
自動車に対する意識（社会） 11.94 *** 4.97 ** 3.98 ** 0.29 0.22 0.58 1.94
自動車に対する態度 0.58 2.10 0.06 0.01 1.61 0.22 4.79 **

命令的個人規範 16.64 *** 0.68 2.07 1.67 0.95 1.43 0.01
記述的個人規範 3.47 * 8.26 *** 1.49 0.52 0.26 0.00 6.18 **

必要性信念（他者） 2.83 * 5.85 ** 0.85 0.04 0.21 0.52 2.00
必要性信念（自分） 0.54 1.77 0.47 1.25 0.24 0.28 0.00
知覚行動制御 7.41 *** 3.36 * 0.25 3.74 * 0.09 0.53 0.52
行動意図 38.87 *** 0.60 0.17 2.85 * 2.85 * 0.28 1.23

意思決定コミットメント 51.82 *** 1.23 1.21 1.18 0.01 0.04 0.34
自己報告値 21.58 *** 2.94 * 2.77 * 0.01 1.04 0.19 0.15

* 有意傾向（.05<p<.1)

** 危険率5％で有意

*** 危険率1％で有意

表3　3要因分散分析
主効果 交互作用

グループ間受講有無段階間
段階・受講・
グループ

受講有無・
グループ

段階・グ
ループ

段階・受講
有無



いた。以下に、分析の手順とその結果を示す。 

 

(1)検定の手順 

アンケート1ならびにアンケート2で測定されている

種々の心理要因間に、次のような構造方程式を仮定する。 

 

 (1) 

(2) 

ただし、y = 従属変数ベクトル、a, b = 係数行列、x = 

独立変数ベクトル、ε = 誤差項ベクトル、dTFP = TFP

の実施による効果を表すベクトル、添字の f はアンケー

ト 1、s はアンケート 2 をそれぞれ示す。ここで、dTFP

がアンケート 2 の式においてのみ導入さ

れているのは、アンケート 2 においては、

TFP 実施による効果が存在するものと考

えられるためである。 

 この式に基づけば「アンケート 1 とアン

ケート 2 の尺度の差」は次のような構造方

程式で表現される。 

(3) 

 

    ただし          (4)  

 

本研究では式(4)に基づいて、各変数の

アンケート1の尺度とアンケート2の尺度

の差異を求め、それを式(3)に代入する一

方、「児童」「家族」のそれぞれについてこ

の式のパラメータ行列 a と b を推定した。

これにより、各心理要因間の因果関係を統

計的に検定した。また、併せてベクトル

dTFP を推定することで、各心理要因に対する TFP の実

施による直接的な効果の有無を検定した。 

なお、x, y としては、表 1 に示した各心理尺度を用い、

それらの因果関係に関しては、1.(2)で論じた心理プロ

セスを前提として図 1 の様に特定化した。また、行動プ

ラン法による TFP とアドヴァイス法による TFP の影響

の差異を確認するために、行動プラン・グループを 1、

アドヴァイス・グループを 0 とする「行動プラン TFP

実施の有無」というダミー変数を変数 x の一つの要素と

して導入した。 

 

 (2)構造方程式モデルによる検定結果と考察 

表 4 に、構造方程式モデルによる因果関係の係数の検

定結果を示す。また、表 5 に、TFP の直接的効果の推定

結果を示す。さらに、図 2・図 3 に、有意な推定値を示

した因果関係、ならびに TFP の直接的効果を示したパ

ス図を「家族」「児童」のそれぞれについて示す。なお、

モデルの適合度は「家族」を対象としたモデルでは 

χ2[df=75; n=208] = 157.6, CFI = .837, NFI = .749, RMSEA 

= 0.073 であった。また、「児童」を対象としたモデルで

は、χ2[df=75; n=84] = 168.4, CFI = .689, NFI = .599, 

RMSEA = 0.122 であった。 

図 2・3 より、「児童」「家族」のどちらの検定におい

ても「行動意図→意思決定コミットメント→抑制行動の

ffff axbyy ε++=

sTFPsss daxbyy ε+++=

ε+++= TFPdaxbyy

fs

fs

fs

yyy

xxx

εεε −=

−=

−=

推定値 推定値
自動車利用の習慣強度 0.13 0.82 -0.15 -0.82
一般的な環境意識 0.12 0.89 -0.04 -0.65

自動車に対する意識（道徳） 0.58 3.13 *** 0.16 1.42
自動車に対する意識（環境） 0.35 1.71 * 0.04 0.41
自動車に対する意識（社会） 0.44 2.53 ** 0.15 1.36
自動車に対する態度 -0.25 -1.66 * 0.01 0.18
命令的個人規範 0.38 2.72 *** 0.23 2.54 **

記述的個人規範 0.38 2.64 *** -0.06 -0.57
必要性信念（他者） -0.01 -0.06 -0.14 -1.76 *

必要性信念（自分） 0.18 1.23 0.03 0.33
知覚行動制御 0.39 2.07 ** -0.02 -0.19
行動意図 0.13 0.74 0.22 2.36 **

意思決定コミットメント 0.33 2.32 ** 0.31 3.79 ***

自己報告値 -0.05 -0.37 -0.03 -0.39
* 有意傾向（.05<p<.1)
** 危険率5％で有意
*** 危険率1％で有意

表5　構造方程式モデル・TFPの直接的な効果の推定結果

ｔ値
児童 家族

ｔ値

推定値 推定値
必要性信念（自分） ← 必要性信念（他者） 0.30 2.60 *** 0.12 1.72 *

← 自動車利用の習慣 -0.07 -0.68 -0.09 -2.54 **

← 一般的な環境意識 0.18 1.30 0.25 2.37 **

← 自動車に対する意識（道徳） 0.29 2.83 *** 0.17 2.73 ***

← 自動車に対する意識（環境） 0.11 1.05 0.11 1.69 *

← 自動車に対する意識（社会） -0.04 -0.39 0.02 0.27
← 自動車に対する態度 -0.08 -0.67 -0.15 -1.63
← 命令的個人規範 0.22 1.66 * 0.04 0.52
← 記述的個人規範 -0.09 -0.78 0.07 1.09
← 必要性信念（自分） -0.23 -1.73 * -0.07 -0.82
← 必要性信念（他者） -0.01 -0.04 -0.09 -1.04
← 知覚行動制御 0.01 0.08 -0.07 -1.15
← 自動車利用の習慣 0.02 0.18 0.01 0.23
← 行動意図 0.54 5.90 *** 0.55 9.75 ***

← 自動車利用の習慣 -0.05 -0.57 -0.01 -0.26
← 意思決定コミットメント 0.54 6.18 *** 0.64 11.72 ***

自動車利用の習慣 ← -0.21 -0.89 -0.12 -0.46
一般的な環境意識 ← 0.19 0.95 0.05 0.50

自動車に対する意識（道徳） ← -0.38 -1.40 0.16 1.01
自動車に対する意識（環境） ← 0.05 0.15 0.04 0.29
自動車に対する意識（社会） ← -0.28 -1.08 0.14 0.88
自動車に対する態度 ← 0.40 1.79 * -0.11 -0.95
命令的個人規範 ← -0.12 -0.58 -0.11 -0.86
記述的個人規範 ← -0.40 -1.88 * 0.27 1.83 *

必要性信念（自分） ← -0.05 -0.24 -0.07 -0.65
必要性信念（他者） ← -0.21 -0.95 0.11 0.94
知覚行動制御 ← -0.06 -0.23 0.16 1.00
行動意図 ← 0.43 1.88 * 0.01 0.10

意思決定コミットメント ← -0.14 -0.68 -0.13 -1.14
自己報告値 ← 0.14 0.75 0.14 1.28

* 有意傾向（.05<p<.1)
** 危険率5％で有意
*** 危険率1％で有意

行動プラン法によるTFPの
有無

←
ｔ値

行動意図

意思決定コミットメント

表4　構造方程式モデルによる検定結果

自己報告値

ｔ値
独立変数従属変数

児童 家族



自己報告値」という因果関係パスが有意であることが示

された。また、行動意図の規定要因として、一般的な環

境意識・自動車に対する意識（環境）・自動車に対する

意識（道徳）の 3 要因が存在することが、「家族」を対

象とした検定において示された。また、「児童」を対象

とした検定では、自動車に対する意識（道徳）・命令的

個人規範・自動車利用必要性信念の 3 要因が行動意図の

規定要因として示された。これは、自動車と環境に対す

る意識の高まりが自動車利用抑制の行動意図を活性化

させ、行動変容を導くことを示唆している。 

また、自動車利用の習慣が、自動車利用抑制の行動意

図に負の影響を与えていることが、「家族」を対象とし

た検定から示された。これは、「児童」に比べて自動車

利用の習慣を持つ「家族」のみに見られる傾向であり、

「家族」の自動車利用習慣に影響を及ぼす方略が、自動

車利用抑制の行動意図に影響をもたらすことを示唆し

ている。 

一方、TFP の直接的な効果に目を向けると、「家族」

に対しては行動意図・意思決定コミットメント・命令的

個人規範・自動車利用必要性信念の 4 心理要因に TFP

の直接的な影響が及んでいることが示されたが、行動意

図の先行要因である一般的な環境意識・自動車に対する

意識（環境）・自動車に対する意識（道徳）の 3 要因に

は、TFP の直接的な影響を確認することができなかった。 

小学校で授業を受講した「児童」に対しては、表 5

に示すように、「家族」よりも多くの心理要因に TFP の

直接的な影響を及ぼしていることが確認できた。さらに、

行動意図の先行要因である自動車に対する意識（道徳）

と命令的個人規範に TFP が直接的効果をもたらしてい

ることが確認できた。これらの結果は、「家族」に比べ、

小学校で授業を直接受講した「児童」の方が、より根元

的な次元で自動車利用抑制の態度変容が生じている可

能性を示唆している。また、自動車と環境に関する諸要

因の尺度が TFP によって向上したという結果は、自分

の交通行動が環境に影響を及ぼすことを理解すること

によって公共問題に配慮し、主体的に行動できる子ども

を育むという TFP の教育的な目的に合致するものであ

ると考えられる。 

 

４．おわりに 

 

本研究では、2002 年度に札幌で行われた教育課程型

TFP の参加者を対象にアンケート調査を実施し、TFP

実施前後の心理尺度の変化を分析した。その結果、TFP

が自動車利用抑制の行動変容プロセスに関わる心理要

因に与える影響、ならびに教育課程型 TFP が児童に及

ぼす教育的な効果を明らかにすることができた。今後は、

これらの知見を生かしてより効率的、効果的なプログラ

ムを開発していくことが求められる。 
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